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第一次世界大戦とイ ギリ スの
対イ ンド鉄道政策の転換
ー 『アクワース委員会報告書』を中心に して一
渡 辺 昭 -
1・ 間題の所在
インドは, l920年3月31日時点で36,735マイルの鉄道を保有し, ア
メリカ合衆国, ロシア, カナダに次いで世界第四の鉄道王国であった(')。
インド鉄道は, 経営主体の側面からその内訳を見ると, (a) 国 家 ( イ ン
ド政庁) によって運営されている国有路線, (b) 利子保証会社によって
運営されている国有路線, (c) 利子保証を受けていない鉄道会社によっ
て運営されている国有路線, (d) 鉄道会社自ら所有し運営している会
社路線, (e)インド藩王国が所有・運営している鉄道路線とに大きく分
けられる。そのうちインド財政と直接関係する国有路線は, 国営の7,369
マイル, 利子保証会社への経営委託路線の17,768マイルに分かれるが,
その合計が25,137マイルとなり, 全体の68.4% を占めていた。第一次世
界大戦の勃発によ って, イ ン ド が イ ギ リ スに戦争協力を求められ財政負
担が急增した時, 一般財政に規定された国有路線をいかに運営・管理す
るかが大きな間題として浮上してきた ( 2 )。大戦前において,多角的貿易構
造の成立とともにインドの第一次産品に対する需要が急增した時, イギ
リス本国のインド省は, l907年に省内にマ ツケイ委員会(Mackey Com-
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mittee)を設置し, これまで鉄道建設を担つてきたイ ギ リ  ス系私企業に更
なる積極的な支援を与えて推進しようとしたが, 大戦の勃発によりイン
ド鉄道の建設, 設備更新を推進できなくなり, 鉄道に対する著しい需要
に応えられなかったのである ( 3 )。かくして, 19l9年l2月にインド最大の
鉄道会社である東インド鉄道会社との経営委託契約が満期を迎えようと
していた時, イ ン ド ・ナショナリストを中心にインド貿易業者, 工業資
本家層らが, インドの新聞, 商業会議所, 立法議会を通じて積極的な活
動を展開して, 全インド鉄道を対象としたドラスティックな改革を要求
したのである。 インド省は, インドの戦争協力の見返りとして, イ ン ド
に財政自主権を与えるべく新インド統治法(Govemment of India Act)
を制定し, 戦後におけるインド統治の再編を模索していた時であり, イ
ンド側の要求を無視できる状況になかった(')。インド省は, 東インド鉄道
の契約更新をめぐる最終的決着をさらに 5年間延期して, その間全イン
ド鉄道間題を調査すぺく委員会 (通称アクワース委員会) を設置するに
至つたのである。
ところで, これまでのインド鉄道史研究は, 日本では研究蓄載が十分
にあるとは言い難く, しかも対象時期が19世紀に集中されてきた。私見
の限り, 20世紀における鉄道史研究は, 唯一三輪吉郎氏の研究があるの
みである。 ただ氏の研究も概括的説明の域にとどまり, 本格的検討がな
されていないのが現状である。他方, 海外では, 最近インド鉄道に関す
る研究が続けて公刊されたが, それらも大インド半島鉄道に関する個別
研究に限定されたり, 1900年までの時期に考察が限定されてぉり, 20世
紀の鉄道問題には触れていない。いる。 これまで20世紀以降に関する研
究は数多く存在するが, 本稿で取り上げる第一次世界大戦前後のインド
鉄道に関しては, ティワリ(P.Tiwari)やグース(S.C.Ghose)の研究
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が今なぉ有意義である。 ボンぺイ ・バローダ・セ ン ト ラ ル・ インド鉄道
の職員であり, またl921年全インド鉄道員会議(AII India Railwaymen's
COnference,l921)の議長でもあったティワリは, 19世紀から第一次世
界大戦中までを対象として, インド鉄道をめぐる諸間題がアクワース委
員会でどのように解決されたかを多面的に分析している。他方,カルカッ
タ大学の講師であったグースもまた, 同様の間題に注日して, 詳細に検
討を加えている。 いずれもアクワース委員会に最大の関心を払い, イン
ド鉄道の国有化の方針を打ち出したことに画期的意義を与えている ( S'。
本稿の課題は, こ の国有化の方針が示された事実に着目して, ( l )
マ ツケイ委員会勧告後の鉄道建設・経営の実態を明らかにしながら, そ
こに表れた鉄道建設・経営の停滞原因を確認し, 次いで(2)これを解決
するために設置されたアクワース委員会がいかなる認識に立ち, いかな
る政策を打ちだそうとしたのかを検討し, 最後に(3)この委員会の勧告
をインド鉄道政策史のみならず英印関係史上に位置づけ, その歴史的意
義を究明することにある( 6 )。
( l ) Railu'aysm India .' A d m m istmtion Report for1920-2 1,India.1922,p.3.
この報告は年次報告雷であるため,以下 A.R.R と略記。またこの年度の鉄道報
告書は, 1922年の4月̃ 8月号の「イ ン ド 鉄 道 新 聞 ( 月 刊 )」 (TheIndi,an
Raihoa:y Ga2ette)にも詳しぃ内容が掲i波されている。 この新聞は, 事務局をカ
ルカッタに, そして支局をロンドンとグラスゴーに置いていた。英印両国にお
けるインド鉄道に関する情報をほぼ細羅的に取り扱つてぉり, 非常に有益な史
料である。以下1.R.G. と略記。世界各国の比較に ついては, D.R.Headrick,,
The Tentacies of Progress,U.S.A.,l988,pp. 49-58.
( 2 )  インド財政と密接な関係をもつ国有鉄道に関してのみ具体的鉄道を列挙す
る と, 国営鉄道は, 北西鉄道(NorthWestem R.), 東ぺンガル鉄道(Eastem
kn9a lR.), ア ワ ド &ロヒルカンI1l鉄道(0udh&Rohilkund R.) で あ り, ま
たイギリス系鉄道会社に経営を委託されている鉄道は, 東 イ ン ド 鉄 遭 (East
- 29 -
第一次世界大戰とイギリスの対イ ン ド鉄道政策の転換
Indian R.), 大インド半島鉄道 (Great Indian Peninsular R.), ぺンガル・ ナ
グプール鉄道(BengalNagpurR.), ボンべイ ・ パローダ・セ ン ト ラ ル・ イン
ド鉄道(Bombay Baroda andCentralIndia R.), マドラス&南マラータ鉄道
(Madaras&Southem Mahratta R.), 南インド鉄道(SouthIndian R.), アッ
サム・べンガル鉄道(Assam BengalR.), ビルマ鉄遭(Burma R.)であった。
A.R.R. f(or 1920-2 1,p.7.
( 3 )  1900年代初頭のイント'鉄道建設政策の展開については, 拙稿「20世紀初頭に
おけるイギリスの対インド統治と鉄道建設」 「第一次大戦前のイギリス資本主
義と帝国主義世界(昭和6l-62年度科研費総合研究(A)研究成果報告書, l988
年 ) : 描 稿「20世紀初頭におけるインド鉄道投資政策の展開」「西洋史研究」新
輯第22号, 1993年。
( 4 )  坂井秀夫, f イギリス・インド統治終露史」, 創文社, l988年, 第一章を参照。
( 5 )  例えばAruna Awasthi,Historyand Det lel,ol)mentof Railt,oays m l nd ia,,
India,l994;IJ.Kerr,Building theRaihMys of the Raj, 1 850-1900,India,,
l995がある。今日の鉄道間題に関しては,B.Aitken. .E:ゆlon'ng lnd ilm Rail-
u,qys,India,1994;S.C.Ghose,1ndianRailhoaly Econom;'cs,3vols,1933;S.P.
Tiwari, 1ndian Raitl,oays, l nd i a ,  192l. インド鉄道の通史については, N .
Sanyal, Indian Raihoays,India,l930; J.N.Sahni, 1ndian Raltu,qys: one
hundred years,1853-1953,India,1953;R.D.Tiwari, Railt Mys m Modem
,bldia,lndia,l94lが有益である。また, 戦後の国営鉄道の研究については, L .
A.Natesan, State Mam gement & Contorolof .Raihoays m hdia,India,
l946が有益である。
( 6 )  ァ クワース委員会に関する史料は, 次の通りである。報告組:以外は, 旧 イ ン
ド省図番館に所蔵されている。theC1ommitteeappointedbythe Secfetary of
State for lndia to enqulreinto theAd:ministmtt'o1nand Wol報ngo f Indian
Raihoays (以下引用する場合には, Acu'orthC,om m ilttee. と略記する。)
vol. l , Report (British Sessionnat Papers,Cmnd. 1512,l921)
vol.2,Et lidence taken in Lond,on (India Oflice Library,V/26/720/6)
vol.3,Et,ildencetakeninlndia (Ibid.)
vo1. 4, W「itten stateme,,;tsbyWitnessesand 〇the,s (Ibid.)
vol.5,C;,o,lfidentalEt'ildence (Ibid.)
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2・ 第一次世界大戦中のインド鉄道建設・経営
( l )  建設・経営の停滞の実態
まず第一次世界大戦前後におけるインド鉄道建設・経営の実態から見
て ぉ こ う。建設マイルの趨勢は, 図(1 )に示したように, 1900年以降第
一次世界大戦勃発まで著しく拡大し, 大戦中に入ると急に停滞している
ことがわかる。 この停滞がインド国内の経済活動に大きな支障を与えた
のであるo
では, この建設の停滞が, インド各地においてどのような間題を生じ
させていたかを見てみよう。 まずカルカッタ地区では, 石炭輸送の停滞
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が大き な間題であった。 第一次世界大戦の勃発によって船館が軍事用に
転換されたことで,石炭輸送が海上輸送から鉄道輸送に切り替えられた。
しかし輸送需要の急增にもかかわらず, 輸送能力の制限で需要に対応で
きないという事態が生じていたのである。 その主な原因は, 鉄道引き込
み線の欠如,鉄道ジャンクションの不適切な設備,貨物車両の不足にあっ
た(')。 インド鉱山協会(Indian MinesAssociation)の議長パテンソン(J.
H.Pattinson)の証言によると,引き込み線の建設要求を出しても却下さ
れ,認可された路線についても資金不足によって未完成のままにされた。
ジャンクション間題では, 東インド鉄道やぺンガル・ ナグプール鉄道が
大インド半島鉄道と連結される地点ジョブルプールでの設備不足が頭著
であった。 車両供給についてはぺンガル・ナグプール鉄道の場合, l 日 に
つき1,l00の貨物車両が必要にもかかわらずわずか350しか供給されな
かった ( 2 )。 またカルカッタ地区の石炭以外の重要な商品として油子(oil-
seed) とジュー ト が あ る が, 石炭輸送を最優先するためにこれらの商品
輸送が後回しにされ, 石炭以上の被害を被つていたことも明らかになっ
た。例えばインド ・ ジュート工場協会(Indian Jute MillAssociation)
の会長ピート(HM.Peat)が, 7つのジュート工場が完全に操業停止に
追い込まれたことを証言した ( 3 )。
マ ド ラ ス地区では,マドラス政庁事務官のバーナーディストン(Lieut-
Col.Bamardiston)によると, エロー デのジャンクションでの設備不良
及 び ト リ チ ノ ポ リ ーエローデ間の広軌への切り替えも棚上げ状態となっ
ていた。マドラス全体の建設は,1905年の鉄道管理局(Railway Board)
の設立以降極端に遅滞していたのである。 また貨物車両及び蒸気機関車
の不足に関しては, 穀物供給社(CivilSupplies)の取締役ムーア(T.E.
Mouir) ゃマドラス・サ ウ ス・マラータ鉄道エージェントのマグアニ ツ ク
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(C.L.Magniac) から指摘され如く, l9 l2-18年の間に 506.11 ラーク・ル
ピーが見積もられたにもかわらず, 実際には269.45ラーク・ルビーしか
認められなかった。マドラス商業会議所(Madras Chamber of Com-
merce) の会頭シンプソン(J.F.Simpson)は既存の設備更新・改善を最
優先することを, 南インド皮革商人協会(Southem India Skin and Hide
Merchants' Association)とマドラス自由連合(Madras Liberal
Lea9ue) は輻機状態にある区間の複線化の必要性を強く要求していた。
マ ド ラ ス地区の停滞に関する最大の原因は, 投下資本の絶対的な不足に
あったのである‘◆)。
ボンぺイ地区では, ボンべイ商業会議所(Bombay Chamber of Com-
merce)の副会頭マクナーテン(H.P.Macnaghten)によると, ポンべイ
に接続している鉄道は, ほとんどが設備不足による輸送の運れを出して
いた。 また殺物商人協会(Grain Merchants'Association)の代表によっ
て, 鉄道駅構内に運ばれてきた商品が, 貨物車両の調整がつくまで受け
付けてもらえず駅に何ヶ月も放置されることがたびたびあったと指摘さ
れた ( S )。
ラ ク ナ ウ地区のアワド ・ ロヒルカンド鉄道は, 石炭不足によって機関
車を十分に動かせなかったし, またべンガル・北西鉄道も, 他の鉄道網
との連結地点で常に福接状態を生みだし, 輸送量を著しく制限せざるを
えなかった ( 6 )。
カウンプール地区では, 上インド商業会議所(Upper India Chamber
of COmmerce)によって,  何千トンものタバコが雨ざらしの状態で放置
さ れ た こ と が, またラホール地区では, パンジャプ地方における三等客
が過密状態にあり貨物車両で輸送されたことが, またナグプールにおい
てl917年l2月に購入しようとした線花種子が翌年の7月まで到着しな
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かったこと, 石炭不足による製粉工場の閉鎖, ラホールーカラチ間の鉄
道駅構内における防雨施設が不十分であったために殺物などの商品が大
きなダメージを受けたことも報告された。 いずれにせよ貨物車両の不足
により輸送システムがうまく機能しなかったことが間題となっていた。
それは, 改善策として計画されている複線化の工事が大幅に運れていた
ことや資材確保の困難が大きな原因とされた ( 7'。
オリッサとビハール地区では, 石炭不足から油絞り工場や銅製造工場
が閉鎖に追い込まれた。 インド参事会員ダーダボイ(M.Dadabhoy)に
よって, 中央州のマンガンがポンべイまでの輸送手段がないために, 豊
富な量と良き市場があるにもかかわらず,産出量の約40% が輸送されな
かったことが明らかにされた (8'。
総じてインド各地において輸送に対する需要が急増していたにもかか
わらず, インド鉄道は車両数の絶対的不足及びジャンクションにおける
貨物取り扱いの設備不足によりその需要に応じることができなかったこ
とが明らかとなった。 これは, 究極のところ鉄道に対する資本支出が不
十分であったことを示している。 この問題を次に資本勘定と収益勘定に
おける支出入の動向から検討してみたい。
(2) 鉄道支出の停滞状況
(a) 資本動定における資本収支
1908年のマ ツケイ委員会の勧告によって, 年次資本支出が,a,250万
と算出されたが, 図 ( 2 ) に 明 ら か な よ う に, 一度も基準値に達したこと
がなく実際には平均で,e980万ほどしか支出されなかった。 そして大戦
勃発後その支出額はさらに激減した ( 9 )。その支出の内訳を見ると,既存の
鉄道に対する設備投資が最優先され,新規路線の拡大は後回しにされた。
戦前において最高がi283万であり, i200万を越えたのはわずか2年間
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図 2 .  鉄道プログラムによる資本支出
■開通路線
% 新規路線
1908 l909 1910 l 9 l l  l912 1913 19l4 l915 1916 1917 19 l8
年
典拠: Aculort1 Committee, V:o1. 2. Minute of Eυtde,1ce m London, P.24
のみであった。 そして1914年度には年度予算がi1,140万のうちわずか
i 90万にしかすぎなかった。他方, 既存の鉄道に対する支出の内訳を見
ると車両充当費も激減していた。 表 ( 1 ) か ら 明 ら か な よ う に, 1915-1917
年度には追加車両が激減していた。 イギリスが注文資材の輸出を停止し
ていたためであった ('°)。 こ れ が イ ン ド 貿 易 関 係 者 に と り 大 き な 不 満 と
なっていたのである。
では, どのように資本調達が行われたのであろうか。 図 ( 3 ) は イ ン ド
鉄道会社とインド政庁による資本調達状況を示したものであるが, 鉄適
会社とインド政庁は相互補完関係にあったことがわかる。 ロ ン ド ン に お
いてインド政庁が調達できなかった分を鉄道会社が補完するという形を
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表 l  インI'鉄道の車両台数
年度 蒸気機関 客 車
貨 車
カパ一付き オープン その他 計
l912 7,624 2l,663 98.l96 50,087 11,046 159.329
l913 7,968 22.364 107,901 5l,476 11,040 l70.417
l914 8,393 22,97l 1l9.773 52699 11.304 l84.076
l915 8,674 23,396 122.695 54.043 11,890 l88.628
l916 8,760 23.714 l23.833 54,l97 10,2l8 l90.048
l917 8,893 24.537 123.992 54,4l6 12,572 l90.980
l918 8,923 24.684 123,992 54.207 l2,982 19l.103
l9l9 8,990 24.743 l26,70l 54.855 13,l45 l94,70l
1920 9,365 24.951 l 3 l ,9 l l 55.187 l4,096 20l,l94
192l 9.743 25.240 l34,495 58.678 14,343 207.516
典組: StatisalcalAbstmct ?or B:r:tish lndia, 1912-2 1, p p.372-373.
取つていた。 しかしインド鉄道会社の資本調達は, ロンドン金融市場の
景気動向に左右され, 大戦勃発後ほとんど不可能になった。換言すれば,
ロンドン金融市場においては戦争公債(warloan)の発行が最優先され,
インド政庁債の発行は, 鉄道日的ではなくイギリスへの戦争協力に力点
が置かれた。 この強制的な発行のあぉりで, インド鉄道会社による証券
発行は非常に困難となったのである。インド政庁債についてみると, 生
産的公債(productiveloan) による方法で戦前はほとんどスターリング
公 債 (sterlingloan)によって, 戦中はインド・ルピ一公價(rupeeloan)
によって行われた('')。 戦時中スターリング公債が一時的に激增したの
は, イ ギ リ スへの戦争協力のために大量に発行したためであった。 l920
年3月末日までにインドの戦争協力による公債発行残高は ,le l億に達し
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図 3 .  インド鉄道の資本調達額
日 イ ン ド 政 庁
a 鉄道会社
liii l iiiiiiiiiiiiiiiiii l ii
t l ii l iiiiii 川 1iiiiiii l i luu
富_
地
l 89 l  l896 l 9 0 l  1906 191l 1916
年
典拠: ActoorthCommittee. V;ot. 2 , Minute of Eυi de;1ce i n L o,tdon, P . 23
ていた。 そして, インド国内におけるインド政庁の資本調達は, マ ツ ケ
イ 委 員 会 に よ っ て 勧 告 さ れ た, ( a ) 歳 入 余 剰, ( b ) 債 務 償 還 費, (c)
預金銀行預金, (d )ルピ一借款, ( e ) ル ピ一貨幣鋳造収益のうち, 借款
以外の方法によってほとんど不可能であった ('2 )。
(b) 収益勘定における資本収支
では運営状況はどうであったろうか。 鉄道輸送量を示した表(2)によ
る と ,旅客部門は,大戦前には一貫して増大傾向にあったが,1914年の
飢鐘により一時的に減少・停滞し, 1917年にはさらに下落したが, その
後また增大に転じた。他方貨物部門は, 1914年までは急增し続け, それ
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表2 インド鉄道の輪送状況(単位:l,000人/トン)
年度
乗 客 数
貨物
一等 二等 中間 三等 定期 計
的05 662 2,949 8,l04 2l8.413 l8,029 248,l57 54,936
1906 684 3,026 8,494 239,39l l9,468 27l,063 58,869
l907 732 3,303 9,873 27l.224 20.733 305,865 62.099
1908 748 3,327 l0,060 284.579 22,455 32l,469 62.398
1909 748 3.345 l0.029 29l.544 23,7l4 329,380 60,902
19l0 778 . 2,962 ll,033 332.462 24,34l 37l.576 65,603
l 9n 799 3,l35 l l 7 6 2 348.479 25,688 389.863 71,268
19l2 796 3,223 l0,833 375,567 26,8l0 4l7.229 78.475
1913 813 3,460 l2,37l 410.960 30,l14 457.7l8 82,613
l914 724 3483 l2,618 403,559 30,722 45l.086 80.972
1915 729 3,79l l3,648 413,254 32,959 464,38l 82.499
l916 823 4,607 l4.349 43l,456 34,796 486,03l 86,242
l9l7 883 4,2l6 7719 381.0l7 36.434 430,289 85,472
l918 1,048 5. l19 8,722 404.387 40.456 459,732 9l,l61
l9l9 1,l06 6.439 l 0.200 460,306 4l.974 520,027 87.630
l920 1,l48 7 l 2 9 l l 7 5 0 490,280 48989 559,246 87.542
l92l 1,085 6,492 l0,654 490,734 52.365 56l,330 86,248
典拠: StatistilcalAbstractfor Bntish lndia, 190,4-1913, p . l36.
StatistilcalAbstmct f(lo;,Bntish India,1912-2 1,pp.372-373.
以降は漸增傾向を示した。これを表(3)の運営収益の点から見ると, l914
年に飢館によって貨物収益のほうが一時的に減少したものの, 旅客, 貨
物とも戦中には一買して急增傾向にあった。 その要因は, 運賃が値上げ
さ れ た こ と も さ る こ と な が ら, 何よりも戦時中設備・改善費が極力抑え
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表 3  イント'鉄道の粗収益の内訳(ラーク ・ルピー )
年度
乘 客 貨 物
総計
3等 % 総額 % 商品 % 石般 % 総額 %
l9l2 l.701 27.6 2. l96 35.6 3.036 49.2 485 7.9 3.792 61.5 6,l65
l9 l3 l.837 28.9 2.374 37.3 2.992 47.l 496 7.8 3.777 59.4 6.358
l914 l.763 29.2 2,344 38.8 2.639 43.7 562 9.3 3,509 58.l 6.043
19l5 l,805 27.9 2,4l4 37.3 2923 45.2 629 9.7 3.876 59.9 6.466
l9l6 1.962 27.8 2,706 38.3 2.969 42.0 798 l l . 3 4,l43 58.6 7.068
l9l7 2. l45 27.7 3.0l7 39.0 3.l42 40.6 826 l0.7 4.450 57.5 7,736
l9l8 2.443 28.3 3.420 39.6 3.490 40.4 880 l0.2 4.9l4 56.9 8,629
l9l9 2.769 3 l .l 3.907 43.8 3.442 38.6 789 8.9 4.7l2 52.9 8,9l5
l920 2,89l 3l.4 4,085 44.4 3.530 38.4 82l 8.9 4.797 52.l 9,l99
l92l 2,842 30.6 4,034 43.4 3,792 40.8 729 7.8 4,952 53.3 9.289
典拠: Stat1ilstilcal.Abstmclfor B1nltish I ndila, 1912-1921,p. 399.
られたことによるものであった。これによって鉄道利潤率がl918年まで
高水準を保つことができたのである('3 )。 ただし総収益に占める貨物収益
の割合が, 乗客収益と反比例の傾向を示していたことに留意すべきであ
ろ う o
と こ ろ で, 戦時中の鉄道経當に関しては, いろいろな問題が噴出して
きた。 まず第一に, 鉄道運営と鉄道収益の配分との関連についてである。
収益配分については,インド政庁の取得分が圧倒的に大きいのであるが,
しかしこれまでインド鉄道会社に支払われた総額は, 保証利子339.76ク
ロール・ルピー, 年賦金140.l 6 ク ロー ル・ルピー, 余剰収益23.02クロー
ル ' ル ビ ー, そして合計で502.94クロール・ルピーとなり, インド政庁
による取得分の約5倍となっていた。 インド側に著しい不利な収益配分
の も と で, 鉄道利用者の機牲の もとで高利潤をあげる鉄道会社による経
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表4 鉄 道 職 員 数  (単位:人/%)
年 ヨーロ ツパ人 アングロ-インディアン インド人 計
l 9n
l912
l913-14
l914-l 5
l915-l 6
l9l6-l 7
l9l7-l 8
19l8-l 9
19l9-20
1920-21
7,685
7,850
7,986
7,64l
7.274
6.907
6,802
6,702
6,943
6,90l
l.4
l.3
l.3
l.3
1.2
1.1
l.0
l.0
l.0
0.9
9,872
10,066
l0,437
l0,349
l 0.412
l 0.425
l 0.349
l0,450
10,866
11,699
1.8
1.7
l.6
l.7
l.7
l.6
l.6
1.5
1.5
l.6
545,337
571,506
6l4,882
582.493
607.9l9
6l9,202
636,967
667,824
695,269
733,l52
96.9
藤
97.1
97.0
97.2
97.3
97.4
97.5
97.5
97.5
562,897
589,425
633.308
600.486
625.608
636,537
654,0ll
684,979
7l3,080
751.754
l00
100
l00
l00
l00
100
l00
l00
100
l00
典換: A.R.R. for 192〇一21,p.29.
営に対して, 鉄道利用者の不満が一気に酸成されていったのである('')。
第二は, インド人雇用の問題である。表 ( 4 ) は, インド人の雇用状況
を示したものであるが, 総職員数に占めるインド人の割合は, 約96-
97% を占める。 インド鉄道がインド人に大規模な職場を提供したこと
は, インド国内の雇用問題において重要な役割を果たしていた。 しかし
上級職に占めるインド人の割合はl0% 以下であった。この状況は, 鉄道
建設が開始されて以来, 一買して同様の傾向を示していた。 インド鉄道
労働者は, まだ本格的なストライキを展開していなかったが, 労働者の
不満をインド ・ ナショナリストたちがインド立法議会において取り上げ
はじめ, インド世論も次第に労働者の権利, 労働条件の向上に関心を抱
くようになってきていた('S )。
第三は, メ ソ ポ タ ミ ア と 東 ア フ リ カへの鉄道資材の流用間題である。
イギリスが戦争に突入するやいなや, イ ン ド は, 軍隊, 軍需品, 食組の
輪送に便宣を図るよう要請されたのみならず, 鉄道資材や蒸気機関車資
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材, さらには鉄道職員までも徴用された。 インド政庁は, 鉄道管理局を
通じて各鉄道会社に対して既存路線のレールをはずし, そして技術ス
タッフを随伴させただけだけでなく , 鉄道収益から一定額を強制的に拠
出させたのである('6 )。1914年から1919年までに流用された総計は,8.72
クロール・ルピーに達した l'7 )。
第四は, 鉄道通賃間題である。インド大臣(インド政庁)の運賃コ ン
トロール権は各鉄道会社との契約条項によって明記されているが, イン
ド大臣は, 時々最高・最低料金を定め, その範囲内において運賃設定の
自由を各鉄道会社に認めていた。 しかし, 実際にはインド政庁が貨物を
分類し, それぞれをさらに 3等級に分けて固定していた。 まず批判の対
象となったのは, 国内市場用よりも輸出市場用の貨物に対して低運賃を
課した差別運賃であった。 これは, インドが外貨獲得のために世界市場
を相手に多角的に商品を輸出する体制を促進する要因であった。 またプ
ロ ツク運賃(block rates) の存在も間題となった。 この運賃はA地点か
ら B地点までの同じ距離を, 終着点をB地点とする運賃とB地点を超
えてさらに別の鉄道でC地点まで輸送される場合のB地点までの運賃
を比較した場合に, 後者の方の運賃を高く設定し, すぐにライバル路線
に乗り換えるのを防止する日的で設定される短距離に対する高料金制度
であった('8'。 いずれも国内産業にとり大きな阻書要因となっていた。
1890年鉄道法に鉄道運賃裁定の規定はあった が, 運賃をめぐる紛争解決
の手続きが面倒で実際には調停は一度もなされなかった。
第五は, 三等客の取り扱いである。三等客の取り扱いに対する不満は,
すでにl903年のロバートソン報告並びにl9l6年の衛生委員会において
問題にされていた。具体的に列挙すると,輸送能力の2倍以上の混雑, 長
距離列車内のトイレの欠如, 三等車両の不衡生状態, 駅構内の飲料水・
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飲食設備の不十分さ, 待合室や予約施設の不備, 鉄道員によ る三等乗客
に対するぞんざいな対応などであった。 特に巡礼期の混乱ぶりが間題と
な り, 旅客収入の中で三等乗客収入が占める割合がかなり高いにもかか
わらず, 彼らに対する適切な設備が施されなかったのである。 このこと
が イ ン ド一般大衆の感情を刺激したことに留意しておきたい('9 )。以上,
このような問題は, 戦時中に建設・経営の矛盾として露呈する形となっ
た。それが, 特に経営を委託された鉄道会社に対する不満となり, 建設・
経営システムの転換を要求するに至つたのである。
(3) インド鉄道の管理・財政機構の間題点
(a) インド鉄道管理局の管理の不備
地 管 理 局 は, ロバートソン報告に基づいてl905年に設置され, イン
ド政庁の財務部(FinancialDepartment)の管理下に置かれた。管理局
長はインド総督に直接調見できるが, しかしインド総督参事会(Gover-
nor's Councilof India) における発言権を持つていない。 ただ出席を求
められた時に情報と説明を与えるだけであった( 2°)。代わりに参事会にお
いて鉄道問題の処理に当たったのは, 商工業担当委員(Member forthe
Industry andCommerce)であり, 鉄道専門家ではなかった。鉄道管理
局は, 現在3人によって構成されているが, 意見の不一致となれば, 反
対意見としてインド参事会に報告できることになっている。 また現体制
においてどんなに些細なことでも認可がおりるまで時間がかかりすぎた
こ と も 指 摘 さ れ, それは, 鉄道管理局が財務部の監管下に置かれ自らの
判断で政策決定をできなかったこと, 及び鉄道管理局のメンバーが日常
的事務処理に追われ, 本来の政策立案・管理の業務がおろそかになって
いたからであった( 2')。
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(b) インド鉄道予算制度の不備
次に鉄道財政とインド財政の関係を検討してみたい。 インド政庁の財
政賣任者であるインド財務委員(Finance Member of Councilof India)
の任務は, 予算を均衡させることであった。 この均衡予算を維持するた
めに, 常に次のような方針がとられていた。 インド予算は各年の収種及
び貿易の動向に著しく左右されることから, 凶作・不況の時には財政支
出を著しく制限する方針が打ち出される。 しかし軍事部門 (Army Ser-
vice) や一般事務(civilService) の経常費や鉄道職員の賃金を削減しに
くいために, 自ずと公共事業特に設備更新費が真つ先に削減の対象にな
り, さらには新規拡大事業についても大幅に削減されることになったの
であるo
ここで, このような削減のプロセスについて鉄道予算編成のメカニズ
ムから簡単に検討してみたい。 鉄道支出プログラムは, 資本勘定プログ
ラ ム  (Programme CapitaI Expenditure) と収益勘定プログラム (Pro-
9「amme (Special)Revenue Expenditure)の両方に関する概算要求か
らなる。 この概算要求は, 毎年インドにおける鉄道会社エージェントに
よって7月に鉄道管理局に直接要請されるものである。通常「7月概算」
(July Forcast)と呼ばれ, 鉄道会社エージェントが翌年度に割り当てを
望む費目(Rs.25000以上)が盛り込まれる。 この「7月概算」は, 資本勘
定に関するプログラムであるが, 収益勘定の支出入と密接に関わってい
る。資本勘定プログラムに計上される費日は, 新規事業のすぺての経費,
改良並びに追加費用(更新費, 取り替え費用)の一部であり, 収益勘定
に計上される費日は, 更新費, 交換費用の一部の経費となっている。 例
えばレール交換の場合, 同等の価格の交換であれば収益勘定に計上され
る が, 上級のレールと交換される場合には, その差額分が資本勘定に計
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上 さ れ る こ と に な る。エンジン, 車両の場合にも同様の処置がとられる。
次に鉄道管理局は, 同年8月中に鉄道エージェントからの要求額につい
て検討して, その結果をインド政庁財務部に伝える。財務部は同月中に
検討して,その結果を鉄道管理局に差し戻し,さらに後者は鉄道エージェ
ントに伝え, プログラムの修正を求める。財務部はこの段階においてま
ず大幅な下方修正を示唆するのである。そ し て l 月にはインド政庁がイ
ンド大臣に対して3ヶ年統合支出プログラムとして提出する。 インド大
臣は修正された要求額を予算書(Budget Documents)に明記する。 この
時点において鉄道管理局によって暫定的な認可額を伝えられた鉄道会社
は, 資材を発注することになる。最終的には翌年の3月末に, つまり新
財政年度開始数日前に, 最終決定額(FinalAllotment)としてそれぞれ
の鉄道会社に伝えられる。各鉄道会社は, 最終的な認可額に基づいて各
費目を詳細に記した予算見積を4月中に鉄道管理局に提出することにな
る(22)o
他方, 当該年度の収益見積(RevenueEstimates)報告については, 鉄
道エージェントはl1月になるまで鉄道管理局に報告しない。この報告に
は輸送収入のほか賃金, 消耗品, 日常の修理費などの経常的運営費が明
記され, さらにこれに収益勘定プログラムで認可された特別経費が計上
される。 この見積は, 毎年存続される収支を扱うために, 鉄道管理局を
通じてすぐにインド政庁財務部に通達され, 3月末に公表される。認可
後, 各鉄道は収益勘定に計上される全費日を包括する決算書(Establish-
ment and Authorisation Ro1ls) を提出しなければならないことになっ
てぃる l23)o
以上がインド財政制度のもとでのインド鉄道予算の執行過程である
が, 常に鉄道予算はインド財政一般の中に組み込まれている。 ゆえにこ
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のような財政制度のもとで, インド政庁財務部は, 一般財政の動向に左
右されて常に予算を下方修正し, できる限り支出を抑えようとしたので
あった (24)。 さらに3月末の最終的認可額について, 当年度を通じて一般
財政の予算状況に応じて鉄道割当額が煩雑に增減され, 現場の鉄道エー
ジ ェ ン ト を 苦 し め る こ と に な っ た。 これは, 単年度決算のため年度内に
消化すぺきであるという原則から生じたのであるが, 年度末近くに急に
認可された資金は充当できず,翌年度まで持ち越さざるを得なかったり,
注文した鉄道資材が届かなかったりして, 留保金がたびたび生じた。 い
わゆる失効金(1aPse)というものであった。 これは, マツケイ委員会に
おいては,避けられないものとして認識され,何ら改善案が出されなかっ
た が, その後年度当初の割り当て見被額を全額支出できなかった場合に
は, 未出分を翌年度に追加できると変更された。 しかし翌年度に追加分
として同じ鉄道に再配分されるか, あるいは別の鉄道に割り当てられる
か, あるいは全く鉄道に割り当てられないかが, 当時のインド財政の状
況にかかっていたのである。
( 1 )  東インド鉄適会社エージェントのハイ ェ ッ ト (R.S.Highet) は, インドの各
商業会識所に対して車両不足の状況を説明し, 車両プール制度(他の鉄適から
の一時的借り入れ)を提案していた。1.R.G.191 6. Apr i l,p.74,92; ibid.,Sept.
p.186.
( 2 ) Acu'orth Committee., t'o l.3, Mimde of Eυi dence m h,:dia,QQ.3902-03,,
4051-52,4412-23. カルカッタ地区の証人は, インド政庁, 鉄道管理局, 東イン
ド鉄適会社, べンガル・ナグプール鉄道会社, 東べンカル鉄道会社, ァッサム
鉄適会社,鉄道難設請負会社, カルカッタ港湾会社,べンガル商業会識所, べ
ンガル銀行,インド鉱山協会, ジュ ー ト工業, 鉄鋼業などの代表であった。紙
面の関係上, ここで取り上げる証言をごく 一部 に と ど め ざ る を え な い こ と を あ
らかじめお断りしておきたい。
( 3 ) Ibid., υo1.3,Mim‘te of Eυidence tn India,QQ.4138-4167,4247,4308-23,
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4505,4596-98.
( 4 ) lbid., t,ol.3, Minuteof .Et,idence m l ndia,QQ. 4683-470l,4774-4800. 4826,,
4877-4889,4965,4988-4992,5125.マドラス地区の証人は, マドラス政庁, マド
ラス・南マラータ鉄道会社, 南イント'鉄適会社, マドラス商業会識所, 南イン
ド商業会譲所, マドラス銀行, マドラス港湾会社, マドラス銀行, 鉄道乗客協
会などの代表であった。
( 5 ) Ibid., t,ol.31,Minuteof Ellt,idence m India,QQ.5206,5253,5488-92.ポンベ
イ地区の証人は, ポンぺイ政庁, ポンぺイ ・バロー ダ・セ ン ト ラ ル ' イ ン ド 鉄
道会社, 大インド半島鉄道会社, 鉄適建設請負会社, ポンべイ商業会識所, イ
ンド商人商業金融会識所, ポンべイ港湾会社, タータ鉄鍋会社などの各代表で
あった。
( 6 ) Ibid.,t,o l.3, Mi m‘t,eof Et;idencem India,QQ.5743-52,5795,5930. ラーク
ナウ地区の証人は, 連合州政庁官低, アワド&ロヒルカンド鉄道会社, べンガ
ル・ナグプール鉄道会社, ロヒルカンド・ クマオン鉄道会社などの代表であっ
たo .
( 7 ) lbid., t,ol.3, Minuteof Et,ildence m lndia QQ.5955-67,5979-86.607l,,
6l3l,6180-89. ラホール地区の証人は,北西鉄遭会社, パンジャプ買易協会など
の代表であった。
( 8 ) lbid.,t,o1.3,Minuteof Et,idence m l nd i,a QQ.6361-78,6496-99.
( 9 )  マ ツケイ委員会において, マーチャントバンカーのロスチャイルド (LO「d
Rothchild)やダニエル(Mr.Daniel:Messrs. Mullens and MarshallCo.:
政府証券プローカー)は, i1,000万をロンドンにおいて調達できると証言して
いた。マ ツケイは, 証言において, 当時の状況を次のように説明した。我々は,
年度支出を92:000万と考えていたが, 当時の財務委員アプラハム(AbrahamS)
がその額を削減した。
(10) 1.R.G.,1916F:eb.,p.48; A.R.R. fior 1 9 2( )-2 1. pp.13- l4.この輪入減少が
インドのタータ鉄調をしてインド鉄道資材の製造を拡大させていた。 これがイ
ンド国内工業の促進につながっていった。 I.R.G., l 9 l 6. June. P・ll・
( l l )  1875年にインド公債は, 一般公個(ordinaryloan)と生産公價(productive
loan)に区別された。その基準は, 短期間に利子分をインド財政からではなく,
自 らの企業利潤から補城できるかどうかであった。インド政庁は, 納税者の負
担を軽減するとともに一般公個による資本調達が困難になっていたことから,
積極的に一般公價から生産公價への転換を図つていた。
( l2) Aculorth Com mmele,t,ot.3, Minuteof Etlildencem lnd ia,QQ.392-406.
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(13) 1.R.G.,1920 Jan., p.6.
( l4) Acl,oorthC1ommittee,t,ol.1, .Report,paras.l67-172. なぉインドの通貨表示
は, 次の如くである。 l ク ロ ー ル・ルピー(crorerupee) =100ラーク・ルピー
(lakh rupee)= l00,00,000ルビ一。鉄道会社との契約上, 為替取引は, lR.=1s.
4d.と固定されていた。
( l5) 1.R.G.,1920. Jan.,pp.29-32.
(16) 1.R.G., 1915. Not', P.241 各鉄道会社に対する徴用に関しては, I.R.G.,,
1918 Jan., p.14: 1 9'1 8 F,eb.,p.32; 1919, Ja,:.,p.10Sep.,p.152; T i:mes,,
1917.Jan. 2 5.
(17) Acu;orthCommittee,t1o l.5, Minuteof Et,ildence (Confidenta「), Q. 3993
(1 8) Ibid.,t'ol.1,R,ePort,para. l51.鉄道建設の港志向性に関しては,松井選「イ
ギリス帝国主義とインド社会一鉄道建設を焦点にして一」岩波識座「世界歴史」
22,l969年。
( l9) その他の間題として, グージ破域, インド人に対する技術訓練の不足が取り
上げられた。Ibid.,para. l73- l84.
(20) 1905年の設置について, Ghose, ibid.,pp. l-4 ;拙構「20世紀鉄道政策」。 ま
た鉄遭管理局の機能の変化については, Y.S.Rao,The Raih,oay Board,lndia,,
1978,P.13-29; Acu,orthCom mmee,t,o1l1.3,Minuteof Eyidence QQ.6545-
6674.
(21) l904年に将来の予測を踏まえた計画を立てようとして「3ヶ年計画」が発案さ
れたが, 二年次以降の状態を予測することがほとんど不可能であることから,
その効果についてはほとんど期待されなかった。
(22) Acu;orthCommittee,t1o l. .1, Report,para.5 l.
(23) lbid.,paras.43-45,49,55-56.
(24) 地予算の下方修正については次の表が参考になる。
(単位: ラ ー ク ・ルビー) l9l3年度 l92l年度
7月鉄道会社によって申請された概算要求
8月鉄道管理局による調整
財務部による調整
3月最終認可
l998
l998
l875
1800
3570
2800
l200
l782
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3. アクワース委員会の設置
( l )  委員会設置の青景
第一次世界大戦勃発後, 次年度のインド予算討議のために開かれたイ
ンド立法議会(Legislative Counci1)において, ラ ヒ ム ツ ラ ( I .
Rahimtula)が, インド鉄道の国営化の動議を出した時, インド政庁は初
めてインド鉄道問題を本格的に検討することを約束するに至つた(')。 こ
の決定は, インド政庁がインド国内のナショナリストの要求に押された
結果であった。上述したように, インドが帝国の一員としてイギリスへ
の戦争協力体制を強化していくなかで, インド鉄道網を動員するために
は世論の動向を左右するインド ・ナショナリストの協力を必要とせざる
をえなかったからであった。 建設・経営主体をめぐる彼らの議論の要点
は, 国有鉄道の経営を委託されたイギりス系私企業が, インド国内の産
業の発展や一般大衆に対する鉄道利用の便宣性を向上することよりも利
潤追求を優先させたこと, つまりインド納税者の負担を機性にした利潤
追求を行つたことに対する不満であった。さ っ そくインド鉄道管理局は,
19l6年に 6月27日付けの回状において, インド国内の諸団体に広く意
見を求めその実状を探つた。 この時のアンケート調査結果によってパン
ジャプ州, アッサム州, ラージプターナ州などの地方政庁のほかに, パ
ンジャプ商業会識所(Punjab Chamber of Commerce)や英印協会
(British Indian Association)などのインド国内の商工業団体の大多数
が現状のイギリス系鉄道会社とインド政庁による二重経営体制の維持を
支持していることが判明した。 この時には, 国営やインド系私企業を支
持した団体は少数派であった。因みに国営を支持したのは, ぺンガル, ボ
ンぺイ, マドラスの各政庁のほかに, インド商人協会(Indian Merchants
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Association), 工場主協会(M加owners Association), べンガル国民商
業会議所(BengalNationalChamber of Commerce), ダージリング・
プランタ 一協会(Darjeering PlantersAssociation), 南インド商業会議
所(Southem India Chamber of Commerce), カラチ商業会議所
(Karachi Chember of Commerce), 連合州商業会議所(United Prov-
inCeSChamber of Commerce)であった。 他方インド系私企業を支持し
たのは, 連合州政庁(United ProvincesGovemment), 上インド商業会
議所(UPper India Chamber of Commerce), ェンプレス ・ ミルズ
(EmPressMills,Nagpur), インド鉱山協会(Indian Mining Associa-
tion), ボンべイ商業会議所 (Bombay Chamber of Commerce) であっ
た (2)o 19l8年3月と4月に再度鉄道管理局は, いくつかの特定の団体に
インド系私企業への鉄道移管問題についてのアンケート調査を行い, イ
ンド系私企業への移管の可能性を探つた。 インド系私企業を支持したの
は, ぺンガル政庁, 連合州政庁, カンプール商業会識所, ボンぺイにお
ける大多数のョーロ ツバ系の商業会議所であった。 これに対して反対し
たのは, ボンぺイ政庁, べンガル商業会議所, インド商業会識所(Indian
Chamber of Commerce,ボンぺイ) などであった (3)。
インド政庁は, このアンケート調査における複雑な対立状況を意識し
ながら, 1918年8月に東インド鉄道を引き受けるための新鉄道会社をイ
ンドに設立するようにインド大臣モンタギュー(E.Montague)に対して
要請した。 ところがインド大臣は, 同年l0月に1919年l2月31日に満
期を迎えることになっていた東インド鉄道会社との契約を, インド世論
の動きを考慮してさらに 5年間延長することを伝え, その間経営移管間
題を調査する委員会を設置することが望ましいとインド政庁に返答し
たl')。 この決定の背景には非常事態時の変更はますます混乱をもたらす
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危険性があるという懸念と現在のイギリス系私企業者がそのままインド
系私企業を支持するものとインド政庁が推測していることに対するイン
ド大臣の不安があったからであり, インド政庁とインド世論との認識の
ズレが間題にされていた。本国政府は, インド統治法の制定間題におい
てインド民族運動の動きに神経を注がざるをえない状況にあったのであ
る。そのためインド大臣は, インド国内の認識のズレを理由に現在の戦
争が終結次第, 鉄道経営主体に関する本格的な検討のために調査委員会
を設置することを2ヶ月後に再確認するに至つた ( S'。 このように第一次
世界大戦中にインドの新聞はいうまでもなく, 各商業会議所, イ ン ド 総
督参事会, さらには本国インド省においても, 鉄道建設・経営主体の再
編, 鉄道機構の改革を望む声が高まり, 全インド鉄道間題を考察する時
期が到来したという認識に至つていたのである( 6 )。
こうした世論の動きを反映して, l 920年1l月l日にイギリス議会に
おいてインド大臣が正式に鉄道問題の大家アクワース(W.Acworth)を
委員長とするインド鉄道調査委員会の設置を正式に発表し, その構成メ
ンバーについても表(5)の通り公表した。それによると, 総数でl0名
より構成され, 内 訳 は イ ギ リ ス 人 3 名 ( イ ン ド についてあまり経験がな
い人物), インド鉄道関係者3名, インド世論代表3名, インドにおける
ヨーロツバ商業利害l名であった。初めてインド人の代表が含まれたの
はまさに画期的であった ( 7 )。当該委員会による検討課題は,次の4項日で
あった。 第一は, 国有鉄道に関する経営方法についてであり, 鉄道会社
との現契約が満期となった時に採用されるぺき方法として, (a) ィ ン
ド政庁による直接経営, ( b ) イ ギ リ スにおいて登記されロンドンに本
社をおく鉄道会社による経営, ( c )インドにおいて登記されインドに本
社をぉく鉄道会社による経営, ( d )イギリスとインドの両方に本社を
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表5 アクワース委員会構成一覧
多数派意見
① WM.Acworth 法廷弁護士,
カナダ鉄道に関する勅命委員会 (l916年) 委員
② V.S.S.Sastri インド総督参事院メンバー
Servants of Indian Societyの会長
③ E.H.Hiley 前Great Northem R. とNorthEastem R.の取締役
元NewZealand NationalR.の総支配人
④ P.Thakurdas インド商業利書 (ポンべイ出身)
⑤ J.Tuke Barclays Bank及びBritishLinen Bankの取締役
少数派意見
⑥ H.P.Burt インド鉄適管理局局長 (1914- l5年)
インド鉄道会社の政府監雷官(インド省)(19l5-19年)
B.&N.W.R.及びR.&K.R.の社長
⑦ R.N.MookeIjee カルカッタのビジネスマン
@ A.R.Anderson インド鉄道管理局局長 (l919-20年)
⑨ G.C.Go,dfley Bengal Nagpur R.のェージェント
@ H.Ledgard イ ン'ドにおける ョーロ ツパ商業利害代表 (カンプール
出身)
典換: Acu'orth Committee,Vlol. 1Report,Para l ; Times Nov. 5,1920
おく鉄道会社の4つからどれを選択するかである。 第二は, インド鉄道
管理局による監督制度のあり方についてであり, 鉄道管理局の機能・構
成ならびにインド政庁の監督制度を調査し, 適切な管理体制を構築する
こ と で あ る。 第三は, 新規鉄道建設において鉄道会社とその資本を大規
模に利用すぺきかどうかであり, 第四は, 鉄道運賃をめぐるインド政庁
の管理体制と鉄道会社と鉄道利用者との間の紛争調停機構が適切に機能
しているかどうかについてである。
当該委員会は, インド省の要請により, イギリス在住の5人の委員が
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イ ンド省官僚, イ ンド鉄道会社の本社代表よ り証言をとることで始まっ
た。委員達は, 続いてインドに赴きl920年l2月17日に委員会をカル
カッタで開催した。その後マドラ ス, ポンぺイ, ラ ク ナ ウ, カンプール,
ラホール, デリーを巡回し証言をと った。 予定に入つていたナグプール
と カラチを訪間しなかったが,デリーで予定していた証人を喚間した。そ
の後イギリスに戻り5月4日に再びロンドンに本社を置くインド鉄道会
社とインド省官僚から更なる証言をとった。約6ヶ月間にわたり喚間し
た証人数は142名にのぼった l8)。証人の内訳は, 鉄道関係者が48名, 官
僚19名, 非官僚75名(うち45名がインド人, 30名がョーロ ツパ人)で
あったo
(2) 委員会のアンケート調査
当該委員会は, 上述の証人喚間に先立つて, 事前にインド政庁を通じ
て検討課題4項日に関するアンケート調査を行つていた。 ここでは経営
主体の間題に限定して, その概略を検討しておきたい。 各地域ごとの動
向は表(6)の如くであるが, 団体別にみると国営を支持したのは, 各地
表 6  建設・経営主体に関するアンケート調査結果
田: ロ ン ド ン : 政 府  0, 私企業l2
カルカッタ:政府5, 私企業14
マ ド ラ ス : 政 府 6, 私 企 業 3
ポ ン べ イ : 政 府 8, 私 企 業 9
ラ ク ナ ウ : 政 府 0, 私企業4
カ ン プ ー ル : 政 府 l , 私 企 業 l
ラホール:政府5, 私企業4
デ リ ー : 政 府 3 , 私企業3
覚番のみ :政府l6,私企業2l
( 英 系 8, 英=印系2, 印 系 l )
( 英 系 6, 英=印系2, 印 系 6 )
( 英 系 l, 英=印 系 l  )
(英系5, 英=印 系 l, 印 系 3 )
( 英 系 1, 印 系 l )
( 印 系 1 )
( 印 系 3 )
( 印 系 3 )
(英系9, 実=印系1, 印 系 7 )
計 45, 7 l  ( 30, 25)
典換: Acu,orth am mitte. Vo1t1. 4 S tatement より作成
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方政庁, インド系商業会議所, イ ンド系商業協会, インド系工場主であっ
た。その主要な理由は, ① 国 有 化 に よ り イ ン ド一般大衆の投資意欲を高
め る こ と, ② 私 営の如く利潤追求を最優先することなく,鉄道利用者の
便宣を図れること, ③鉄道会社への支払いを節約できること, ④ 鉄 道
運賃や鉄道職員の雇用などインド国内の要求を反映しやすいこと, ⑥
統一的に経営体系でもって管理運営が可能となることなどであった。
他方私営でかつイギリス系私企業を支持したのは,委託鉄道会社,ヨー
ロ ツパ系商業会識所, 海外貿易業者であった。 その理由としてあげられ
たのは, ①インド系私企業に対してイギリス投資家は投資をしなくな
る こ と, ②ロンドン金融市場のほうがインド国内市場よりも市場利子
率が低く資本を調達しやすいこと, ③経験豊富な取締役員をロンドン
のほうが採用しやすく世界の金融情勢に関する情報がえやすいこと, ④
鉄道資材を確保しやすいことであった。 またインド系私企業を支持した
のはインド政庁, インド鉄道管理局, インド工業協会, 無保証の鉄道会
社などであった。その理由は, ①インド投資家層の支持をえやすく, イ
ンド国内市場を開拓することになること, ②実際の鉄道間題に迅速に
対応しや す い こ と, ③インド国内からでも優秀な人材はいくらでも確
保できることであった。 そして, 私営支持の共通の理由として指摘され
たのは, ① 国 営 は イ ン ド一般財政の動向に大きく左右され,鉄道支出を
制限されていること, ②鉄道収益は一般財政を補城するのではなく,す
ぺて鉄道の拡大や改善に投下されるぺきこと, ③国営は競争原理を奪
い収益性の改善を志向することがなく, しかも政治に左右されやすいこ
と, ④国有化は膨大な国家公務員を生み出し財政負担を拡大すること
になりかねないことであった。 これらの理由は, いずれもそれぞれの立
場を反映したものであり, アクワース委員会の意見のとりまとめにも大
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き く影響することになった(o)。
(3) 報告書分析
当該委員会は, 最終報告書を192l年8月2l日付でインド大臣に提出
した。 全8章から構成された報告書は, まず当該委員会としての現状認
識を確認した後, 意見の一致を見た鉄道財政制度間題と鉄道管理間題が
取り上げ, 最後に意見の対立した鉄道経営主体間題と資本調達問題を検
討している。 以下, 報告書の構成に従つて検討する。
(a) 委員会の現状認識
当該委員会は, イギリスをはじめほぼ全インドから証言をえて, 個々
で浮上してきた鉄道間題が, 特定の場所・時期に限定されて生じたわけ
ではなく, 普遍的・継続的であったことを明らかにしようとした。 これ
は,導入以来70年間展開されてきたインド鉄道の全機構を総括しようと
する意図が働いていたことを示している。 当該委員会は, 主たる原因を
インド財政に起因する資金不足とそれによる施設及び車両不足に求めて
いた。そして, 各鉄道については次の点に注日していた。①ビルマ鉄道
に関しては,一般的な車両不足のため輸送需要に応じきれなかったこと,
②すぺての貨物輸送の取り扱いは, モカメ ・ ガーツ山脈(Mokameh
Ghat)経由のべンガル・北西鉄道の駅とムガール・ セナイ (Moghal
Senai)経由のアワド ・ロヒルカンド鉄道において輸送停止されたこと,
③べンガル・ナグプール鉄道に関しては, 車両不足・設備の不備, ④ 南
インド鉄道に関しては, 主要な接続ターミナルでの積み替え設備の不備
が1lヶ所あったこと, ⑤大インド半島鉄道に関しては, 東インド鉄道,
べンガル・ナグプール鉄道, ボンぺイ ・バローダ・セントラル鉄道, マ
ドラス・マ ラ ータ鉄道, ニザム保証鉄道からの接続ター ミ ナ ル l 5ヶ所に
おいて毎日車両が600-300に制限されていたこと, ⑥ ボ ン ぺ イ・バロー
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ダ・セントラル鉄道に関しては, 接続ターミナルでの積み替え設備の不
備, 蒸気エンジンの馬力不足, 車両不足が問題となっていたこと, ⑦ 北
西鉄道に関しては, 車両不足が戦時中石炭輸送が海上輸送から鉄道輪送
への変更によるものであったことが特に注日された('°)。
また当該委員会は, インド政庁が利子率の上昇によるインド政庁の信
用不安を防ぐために借款を制限してきたことを痛烈に批判した。 借款者
の返済能力を別にすれば, 利子率は借款額にではなく発行日における資
本の市場価値に依存しているため, 利子率の動向のみ判断して借款を制
限することに反対したのである。当該委員会は, 大戦前の15年間におけ
るロンドン金融市場での借款動向をあげて, アルゼンチン, オース ト ラ
レイシア, カナダと比較して, インドがいかに資本調達を制限してきた
かを示した('')。
以上のごとく当該委員会は, これまでのインド政庁の鉄道政策が財政
均衡という立場から常に一般財政の動向に強く左右されたため, 鉄道輸
送に対する需要に対応できなかったという認識を示したのである。
(b) 委員会動告
(i) インド財政の分離と管理体制の間題
当該委員会は, 大規模な商業企業としての鉄道の要求を満たすために
どんな行財政制度が望ましいかという視点から, 財政改革の本質を次の
二点に求めていた。つまり, 第一は, 年度内予算消化の弊書を改善する
方法として, イ ン ド一般財政から鉄道財政を完全に分離することであっ
た。ただしインド政庁が鉄道所有者である以上, インド政庁の管理から
独立させるつもりはなく, あくまで鉄道予算の独立採算性の確立を日的
としていた。第二は, 財務部が一般的にインド国民に対する課税負担を
最小限にするため, 常に財政均衡を最優先して鉄道支出を制限しようと
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した弊害をなくすためには, イ ンド財務部の監督体制から鉄道を解放す
ることであった。 インド政庁が資本勘定のみならず収益勘定においても
十分な資金を支出できなかったのは, インド財政の構造的な欠陥による
ものであるという認識があったからである ('2 )。 当該委員会は, 間題の核
心をインド行財政制度に起因する固有の間題に求めたのである。また,行
財政改革との関連で運買の引き上げについても言及し, インド鉄道運賃
は世界と比較して最低レぺルにあったとして, 運賃の引き上げに同意す
る。 しかし, インド財務部が提案している特別付加税(surtax)の引き
上げには反対した。 この税は, 戦時中に一般財政の補填のために輪送商
品に対してl2.5 % 力;課せられたが, 利潤分配原則からすると株主に不利
となり経営改善につながらないという判断であった('3 )。
満場一致で同意された他の点は, 鉄道管理局の改革であった。 当該委
図 4. 新インド鉄道管理局の構成
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員会は, インド政庁財務部からの独立を前提に, 図(4)の如くその構成
と機能について新組裁を提案した。新組織の特徴を見ると, 第一に イ ン
ド鉄道局の統括者として立法議会における鉄道間題の処理に当たるポス
トとして運輪大臣(Member of Counc加 for Communications) が 新 た
に設けられる。次に従来のインド能管理局(RailwayBoard)は, 鉄
道委員会(RailwayCommission)と名称変更され, そこの事実上の統括
者としてチーフ・コ ミッショナー(Chief Commissioner of Railways and
PO「tS)が置かれる。彼は, インド総督に直接調見できる権利を持つとと
もに,輪送間題が議論される時にのみインド立法議会に出席を求められ,
技術的間題をアドバイスするという立場にある (ただし投票権を持たな
い)。 そして, 彼は, l名の財務担当コ ミッショナー(Commissioner for
Finance)と各地方プロツク(西部, 東部, 南部)担当の3人のコ ミ ッ シ ョ
ナーによって補佐される。財務担当は, 4人の内最上位のポストにあり,
チ ー フ ' コ ミッショナーに次ぐ地位にある。鉄道財政がインド政庁の一
般財政から分離した際には, 彼が実質的な責任者となることになる('''。
そしてさらに, 彼らの配下に会計担当(Account), 一般技術(CivilEngi.
neerin9), 機械技術担当(Mechanical Engineering), 輪送管理担当
(Traffic Operating), 輸送取引担当(Tra?c Commercial), 港湾, 運
河, 道路輪送担当(Ports・ Inland Navigations・Road Transport)の
6つの監管官(Director)が置かれる('S )。
以上より, 旧鉄道管理局との相違は, チーフ・コ ミ ッ シ ョ ナ ーの採用,
財務担当コ ミ ッ シ ョ ナ ーの採用, 地域専門のコ ミッショナーの採用, 技
術スタッフの追加にあった。 このようなスタッフの配置は, 現在の鉄道
管理局メンバーの平等の権利主義から生じるイニシアティプの欠如と鉄
道政策を立案しにくい状況を改善し, インド鉄道部門が単独で輪送間題
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に関する決定権を持つこ とによって国内の要望に迅速に応えられるよ う
にするためであった。
と こ ろ で, 当該委員会は, できる限りインド世論の声を鉄道に反映さ
せるために, 諮間協議会 (Railway Advisory Council) を中央と地方に
設置するも提案した。 まず中央語間協議会は, デリーに開設して, その
構成を25名以下とし, 議長には運輸大臣をつける。コ ミ ッ シ ョ ナ一達も
参加し自由に発言をできるが投票権を持たない。 また一方で産業・商業・
農業部門の官僚(3-4名)を参加させ, 他方で官僚を除いたメンバーの
うち半分を商工業界からの推薦者(8-9 名 ) を, 他の半分を鉄道利用者
ならびに地方利害からの推商者(8-9名), そして各州の立法識会の代表
各l名を入れる。他方, 地方の諮問協議会についても, 各鉄道の主要地
域に開設し, 中央とほぼ類似的構成をとり全鉄道のェージェントに参加
を義務づける。 また各鉄道ごとに開設される場合には, その鉄道の本社
においてそのェージェントのみが参加することになる('6)。
最後に鉄道運賃裁定所 (Rates Tribunal) の設立についても勧告して
いる。 この裁定所は, イギリスの運賃諮間委員会(RatesAdvisory Com-
mittee)をモデルとして,鉄道法の専門家を所長としてそのほか鉄道関係
者 ( 1 名 ) と 商 業 関 係 者 ( l 名 ) を 入 れ て, 最高最低運賃規定の範囲内で
の運貢の合理性を検討する機関となる('7 )。
(ii) インド鉄道経営主体・融資間題
以上, 当該委員会において一致した諸点を検討してきたが, 次に意見
が大きく二分した鉄道経営・融資間題を検討しよう。 この間題で意見が
分裂したとはいえ, まず共通理解として認識されたことは, イギリス系
鉄道会社による経営を現在の契約が満期となり次第廃止することであっ
た('8 )。イギりス系インド鉄道会社に対する反対理由を次のような特殊性
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に求めた。まず第一は, 鉄道の所有と経営が分離されていることである。
ほとんどの鉄道の所有権をインド政庁が保有しているが, 経営は旧保証
会社か新会社に委託されている。 旧会社と新会社の違いは, 前者は鉄道
の所有者であり, 後者はそうでないことである。第二は, インド政庁に
暖館(Good W加)という特別剰余価値が確保されることである。 イ ン ド
政庁は買収した鉄道資産から得られる暖館を独占する。 そしてインド政
庁の剰余利潤に対する取り分は, 暖館の資本化であり, 新会社は全くこ
の暖斑を受け取れない('9 )。第三は, 新会社の社債保有者の特殊性である。
新規会社の資本は,株式による增資をほとんど認められずに,社使によっ
て調達された。 しかしインド鉄道の社債保有者を一般的意味での保有者
とみなされない。彼が資金を提供する鉄道会社は, 担保となりうる鉄道
資産に対して所有権を持つていないからである。 彼が取り引きするのは
資産保有者であるインド大臣とであり, 応募資金もイングランド銀行の
インド大臣勘定に払い込まれる。インド大臣はこの払込資本に対して自
由裁量権をもち, 調達会社に対する支出を要求どぉり認めないこともあ
り, また他の鉄道会社に融通することもあり得る。インド大臣が払い込
まれた資本を自由裁量で支出できるのに対して, 鉄道会社にはその自由
裁量権は与えられていなかったのである。 か く し て, 鉄道会社は国家の
借款の別名にすぎなかった社債によって資本調達のェー ジ ェ ン ト と し て
のみ行動したことと結論づけている ( 2°)。
かつてロンドンに本社を置く鉄道会社の利点は, ①全支出を有効に
管理できること, ②ロンドンの取締役会を通じてイギリスの製造業者,
顧問技師そしてロンドン株式取引所との関係を維持しやすいこと, ③
ヨーロ ツパのスタッフを募集するのにも有利であること,さ ら に ④国営
よりも私営のほうが状況に迅速に対応し利潤をあげられることにあると
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認識されていたが, しかし, このような技術的行政的経験や知識の有利
さによって, イギリス系鉄道会社は, 第一次世界大戦中にインドの国内
情勢ならび貿易状況に迅速に対応できなくなったとして, インド側から
の批判にさらされていた。 ゆえに現在の鉄道契約が満期になり次第, イ
ギリスに本社をぉく鉄道会社を廃止すぺきであるという共通の理解に達
していた (2')。 したがって問題は, インドに経営権が委設された時, 国営
とすぺきか, あるいはインドに本社を置く鉄道会社(私企業) に委託す
べ き か と い う こ と に なった。 この間題に関しては, 表(5 )から明らかな
よ う に, 委員会の構成員が全く同数に分裂した。便宜上委員長が入つて
いる方を多数派とし, そうでない方を少数派と呼ぶ。 まず多数派の見解
を見ていこうと思う。
(イ)  多数派の見解
アクワースを中心とする多数派は国営支持を打ち出した。その理由は,
インド鉄道会社が自らの資金を投資し利潤配当という形において結果を
生み出すという商業的企業の性格を失い, 通常の株式会社が持つ特質を
持つていないということ, つまり鉄道資産が鉄道会社の所有でないこと
から経営に対する實任が薄いということであった。他方, インド政庁も
資産の所有者であり政策の実質的責任者であるにもかかわらず, イニシ
アティプを放棄してきたというのである。鉄道取締役会に出席し拒否権
を発動できる政府監督官は, 一度もその権限を発動したことはなかった
からである。 ゆえに, 今までの不備は鉄道会社とインド政庁との責任分
割体制にあるという認識に至つたのである( 22 )。
インドに取締役会を設置すぺきであるという少数派意見への反対理由
は, ①イギリス系私企業の基本的経営方法が踏襲されてしまう可能性
が あ る こ と,②インド世論が鉄道所有者による直接建設を要求してい
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る こ と, ③ 東インド鉄道の場合アワド・ロヒルカンド鉄道との競合をな
くすことによって輸送設備不足をねらうという特別の理由があることで
あったo 特に第一の理由との関連で, 国有になった鉄道を運営するため
に新たに新会社を設立するという少数派の案について, 株式発行の80%
をインド政庁が保有し, 残り20% を個人投資家から公募するとすれば,
なぜ実質的経営の責任を少数の株式保有団体に委託しなければならない
のか, その理由が不明であると結論づけた。資本を公募する際, 政府保
証ではなく利潤のみの保証ということになれば公募は難しく, 現在イン
ド政庁債に対する利子配当は5% で あ る こ と か ら, 鉄道投資家層は従来
の利子基準5% プラス3%  (追加配当)を期待するはずであるという。イ
ンド鉄道証券の多様性に起因する現在のロンドン金融市場における不人
気状況を考えると, イ ン ドへの経営権の委譲によ ってますます人気が無
くなるはずであり, さ ら に, 経営面においても少数派が主張するほど私
営と国営とで大した差はないと反論する。 インド政庁が過去において十
分な資本を調達できなかった が, 今後できないという証言を見出せな
かったと多数派は認識したのである (23)。
次に将来における追加資本の調達方法についてであるが, 国有化され
た鉄道の新資本は, インド政庁(中央政庁)によってのみ調達されるぺ
きであると勧告する。 鉄道経営の地方への委譲という考えには反対の立
場を示した。世界各国の動向を取り上げて, イギリス, 南アフリカ, ド
イツ, フランス, アメリカといずれの国も中央集権化の方向にあると主
張する。インドの場合にデリーのーカ所から37,000マイルの巨大鉄道を
管理できないという批判が出ているが, すでに明示した行政改革 (機構
の再編) のもとで可能であると判断する。 資本調達はその時々の状況教
に応じてインドとイギリスの両方において政府借款によってなされるぺ
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きであり, インドにおいてはルビ一公債によって調達され, 鉄道日的に
のみイア・マークされるぺきであるし, 他方イギリスにおいては, スター
リング公債によって調達されるぺきであると主張する ( 2')。鉄道会社によ
る資本調達を完全に放棄していることに留意すべきである。
将来の新規路線の拡大についてはイ ンド財政の好転を待たなければな
らいが, 既存路線の改善費については金融市場が安価な時にできる限り
の資本調達を行うべきであるとした, l908年のマ ツクイ委員会の勧告を
当該委員会は支持している。 しかし, ルピ一相場の高購, 財政的観点, 政
治・経済的観点から, インド帝国銀行(ImperialBank of India) を 中
心にインド国内のすべての金融機関を動員し, 落王や資本家層のみなら
ず退蔵されている一般大衆の余剰財源を引き出すことが重要であると,
あくまでインド国内資本の調達を優先させる考え方を示した(25 )。
(ロ ) 少数;派の意見
少数派は, まず次の3つの事実に注日している。すなわち, 第一は, 今
後数十年間は現在の国家と私企業による二重システムがそのまま存続す
るという点である。 なぜなら北西鉄道の如く戦略的配慮から国営が望ま
しい路線が存在していること, 並びにぺンガル・ ナグプール鉄道のよう
に契約が満期とならない鉄道があるからである。 第二は, 第一次世界大
戦によるインド財政の通迫によって,インド政庁は次の10年間に鉄道に
十分な資本を供給できないということである, なぜなら戦争からの復興
のために著しい支出增大に直面しなければならないだけでなく, 同時に
戦時公債 1e l億の償還をしなければならないからである。 ゆ え に イ ン ド
政庁のみに必要な資金を依存することができないという認識である。 第
三は,1919年インド統治法のもとでインドに財政自主権が与えられ, 新
たな民主的国家への道を歩み始めている時, 商業領域に国家が介入する
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ことに対する批判がインド国内において生じていることである。 このよ
うな認識にたって, 全鉄道を対象とするのではなく, さしあたり満期が
差し迫つている東インド鉄道と大インド半島鉄道の二つに絞つて検討し
ている (26)o
まず経営主体については, 少数派は, インド系私企業を主張する。鉄
道は商業的企業であるという立場に立ち, 経済性と有効性を確保するた
めに取締役会を持つ私企業による運営を主張した。インド国営鉄道は,幹
部の頻繁な転動により鉄道政策の一貫性がなかったし, 鉄道の有効性や
地方の情報, 鉄道利用者の意見を考慮することなく, イニシアティプと
柔軟な対応を発揮できなかったと指摘した。 実際に国営と私営の蒸気機
関車及び車両の数,1マイル当たりの輸送量を比較して,私営の有利性を
強調したのである。
このように少数派は, 国営より私営を支持し, その際新会社の構想に
ついて本社をインドに置き資本金もルピーで保有するという案を提示し
たo 資本金は, 新しく認可される会社の資本として50クロール・ルピー
と政庁が保有する資本とから構成される。これに対する利子支払いは, ま
ず第一に大衆から払い込まれた株式資本に対してなされ, 次に政庁の保
有資本に対して同率の利子が支払われ, そしてその後の利潤の残額は余
剰利潤と見なされ, 株式保有率に応じて株主と政庁との間で再分配され
るというものである。 また, 新会社は大株主(インド政庁)の認可でもっ
て追加資本を調達する権利を持ち, インド政庁は一定の条件で大衆株を
買収できる権利を保有する。そして, 新会社の取締役会はl0人より構成
さ れ, 半数づつインド政庁と一般株主とから選出され, また後者の半数
がインド人であることが望ましいと主張する。 インド政庁は, 社長の任
命権を持つが, 経営を取締役会に一任し, 取締役会で意見の不一致があ
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る場合に,社長に一任 す る と い う  ものであった( 2 7'。 このような構想は,運
賃裁定などにおいてインドの世論を十分に反映し, またインド世論が最
も望んでいるインド人の上級職への雇用を促進し, さらに公正な利子率
をインド政庁が保証することによって信託資金を引きつけ, インド国内
の投資市場を開拓することを意図していた。
次に追加資本調達について, インドの輸送状況に応じた鉄道網を拡大
するために, 十分に資金を投入すぺきであることをまず確認する。 そし
てそのために必要な資本調達の原則は, 基本的には多数派の意見と一致
しているが, インド系私企業による資本調達の意義を強調する。l925年
までインド系私企業は存在しないので, それまでインド政庁による資本
調達に依存するしかないが, l925年以降は, 東インド鉄道や大インド半
島鉄道のような大規模鉄道事業には年当たり8クロール・ ルビーをイン
ド系私企業によって調達すべきことを強調する。 これは, 固定利子率の
政庁借款を求める投資家層とは別個に余剰利潤の分配を期待して低い保
証利子率でも応募する投資家層もいることに注日しているのである。 と
はいえ, 大規摸な資本調達を必要とする時には, インド政庁の金融政策
を阻害することがなければ, 既存の調達経路を被極的に利用すべきであ
るという見解も示した ( 28 )。政庁借款の場合には, インド鉄道に充当され
ることを明記すれば, 投資家にとり大きな魅力となるというものであっ
たo
か く し て, アクワース委員会の膨大な資料は, インド省に提出され, 次
いでインド政庁にも報告された。 しかし本国のインド省のみならずイン
ド政庁も, 委員会の勧告を全面的に受け入れたわけではなかった。 イン
ド政庁は, 大幅な赤字財政の中, すぐに今後の鉄道支出額及び鉄道財政
の分離の可能性を検討する鉄道委員会の設置を命じ, 引き続き打開策を
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探つた。 その後1924年まで激論が戦わされることになる。
( 1 )  これ以前にすでにインド鉄道間題がインド識員の関心事になっていた。 l9l0
年にインド民族通動の指導者の一人であるゴカーレ(G.K.Gokahle)は, 国営
鉄道における運営費の急増傾向とイギリス系鉄道会社の上級戰におけるイン
ド人の排他性を間題にした。またl912年にはポンべイの總業主でかつインド・
ナショナリストの急先iiの一人であるタッカセイ (V.D.Thackersey) は輸出
用産品と国内用産品の差別運賃を批判し, 鉄道経営に関する調査委員会の設置
を要求した。 しかし, 現在の経営制度を廃止すべきであるという認識にはまだ
至つていなかった。 J.N.Sahni, oP.a llt.,p. 25.; C.P.Tiwari, op. ctlt.,pp.47,6-
493. .
( 2 ) Teleg mPh from ,SS t o G G (Railul,ay Department) dated 3 〇ct. 1g18,,
(India OfIice Library,col.370,L/F/7/2185,F.30 に所収)。ポンぺイ商業会
識所の私企業支持理由は, 現在の鉄道会社が各特定の港との深い結びつきがあ
ることに満足し.て い る こ と, 国営化による政治的影響が態念されること, イン
ド政庁の財政負担を軽減する必要から設備更新のためのルピ一資本の調達を
鉄道会社に認める必要があることなどであった。 I.R.G.,19l6. 0ct.,p.208.
( 3 ) TelegmPhfrom SS t o G G (Railu,ayDepartment、)dated 3Dec.1g1 8. col.
370L/F/7/2l85,F.30. CP.Tiwari,op. cit., p p.480-48l. このテレグラフに
はインド系私企業への反対派としてべンガル商業会識所の名前があげられて
い る が,ぺンガル国民商業会識所の ミ ス プ リ ン ト と も 考 え ら れ る。何故なら,ァ
クワー ス委員会におけるべンガル商業会識所副会頭スミス (R.W.Sumith)の
証言を見る限り, 現状の二重経営システム(特にイギリス系鉄道会社)の支持
を表明しているからである。Actoorth Commmee,oo!.3.. QQ.4625-4629. ま
た, 各商業会識所の設立状況については,W.F.Cotton, Hmdbookof Com mer.
alatInfomationf tor bldia,India,l924, ch.4を参照。
( 4 ) '「、leleg mPhfrom SSto GG: (Raihoay Department、)dated 3 ()‘ct.1g18,col.
370L/F/7/2l85, F.30.
( 5 ) Teleg mPh from ,SS t o G G (Railu,ay Department) dated3Dec1g1 8.col.
370L/F/7/2185,F.30. なぉインド統治法については, 四富宏貴「1919年インド
統治法体制」 菊池秀夫福「変革期アジアの法と経済」北海道大学文学部, l986
年を参照。
( 6 )  l9l8年に設置されたインド工業調査委員会(IndustrialCommission)にお
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いても, イ ン商工業の発展の観点から, 鉄道管理局に商業利客の代表を参加さ
せるべきことと国内向けと輸出向けとの差別通買を撤廃するべきことを動告
していた。
( 7 ) Hlansard's Debates,l920,vol.l34,col.53.イギリス識会においてインド鉄道
調査委員会の必要性が明らかにされたのは,1919年4月9日の下院の口頭質間
に対する答弁においてであった。Hansard'Debates,l919,vol.1l4,cols. l l63-
64. またロンドンタイムズ紙に公表されたのは, 調査目的については10月27
日付け,構成員についてはl1月5日付けの朝刊においてであった。イ ン ド に お
ける ョーロ ツパ商業団体の代表として選出された委員は, 病気などの理由によ
り2回交替があった。 ビーデル(Mr.Beadel)からホワイト(Mr.White) に
代わり, さ ら に レ ッ ト ガ ー ド ( H.Ledgard)に代わった。Times,l920.l0.27・
p. l 7
( 8 ) Actn,orth(:ommittee, t',o1.1, RePort,paras.4-9.
( 9 )  本稿においては, 紙面の関係上このアンケート結果を詳細に述べることがで
き ない。改めて別稿で検討する予定である。Cf. Act,oorthC1〇., t'o1.4Statement.
またアクワー ス委員会報告密の概要については, K.V.Iyer,Indian Railtoays,,
London,1925,pp.56-69;C.P.Tiwari, op. ctlt ,pp.540-552;N.Sanyal,oP.
c:lt.. pp.222-226.
( l0 ) AcωorthCommittee, t,ol.1, RePort,paras.26-27.
( l l ) lbid.,paras.65-66.
(12) lbid.,paras,28-31.
(l3) lbild.,paras.72-74.
( l4) Ibid.,paras.88- l22.
( l5 ) lbid.,paras.l23- l37.
( l6) lbid.,paras. l40- l43.
(17) lbid.,paras.l56-163.
( l8) Ibid.,para. l86.
( l9) Ibi d.,paras. l94 -198暖館の計算方法は, 以下の方法による。仮に国家が
il00万で鉄道を買収し, その鉄道がi10万の純益をあげると仮定する。保証
利子率を5% とした場合, 資本金をx と し て x X0.05= ,t10万。 ゆ え に X=
i10万÷0.05= i 2 0 0万となる。 つまり新会社における国家の資本金はf 200
万と見なされ, a00万が国家の特別収益=暖;康となる。
(20) Ibild.. paras.200-204.大戦前において, 保証鉄道会社の株式資本を增大すべ
き で あ る と い う こ と が, l903年のロパートソン報告並びに 1908年のマツケイ
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委員会によっても動告されたけれども, イ ンド大臣はその提案を認めなかっ
た。 従つて当該委員会としては, これらの保証会社が鉄道融資に演じた役割を
評価しえず, 今後イギリスに本社を置く鉄道会社に株式資本の增大によって資
本調達を行うという政策変更を動告しなかった。更にはインドにおける証言よ
りイント'鉄道の行政・財政の両面からインドに委観されるぺき時期が到来した
という意見が圧倒的に多いことに注日している。
(2l) Ibid..Paras.205-209,2l1. 各鉄道会社による委託経営契約の満期日は以下の
如くである。
東インド鉄道 l924年 返済資本無し
大インド半島鉄道 l925年 i257.5万
ビルマ鉄道 l928年 ,e300万
アッサム・ぺンガル鉄道 193l年 ・ ・
マドラス ・南マラータ鉄道 1937年
ポンべイ ・バローダ・ セン l94 l年
ト ラ ル・ インド鉄道
南イント'鉄道 l945年
べンガル・ナグプール鉄道 l950年
(22) lbild.. Paras.2l2-218. 委員長のアクワースは, 元来私企業による建設を主張
してきた鉄道研究者である。ただインドの場合にはイギリスで理解されている
ような私企業は存在しないとして国営を支持している。彼は, また同じ国営を
支持するにしても, イ ン ド・ナショナリズムの観点から国営を支持したインド
人代表とも違うことを強調している。Times, 1a23. Feb. 16. p.8.
(23) lbid.,paras.221-236.
(24) lbid. paras.237-239.
(25) lbild.,paras.240-247. 第一次世界大戦前夜のチェンバレン委員会にぉいて,,
貿易収支の黒字分としてインドに流入してきた金銀をインド大衆が退蔵して
いたことが注日されていた。インド国内に蓄積されている金銀の取り扱いにつ
いては, W.F.Spalding,Thelndian Gold Absorption,Jllourn,a1of Politica!
Ele,onom y,Nov. l9 l3 ;拙稿「インド金為替本位制の展開と在ロンドン資産」桑
原発爾'・井上 與・伊藤昌太編 「イギリス資本主義と帝国主義世界」 (九州大学
出版会,1990年所収);描稿「第一次世界大戦前インド金為替本位制下における
インド省証券の発行について」 欧米近現代史研究会編 「西洋近代における国家
と社会」 (東北大学西洋史研究室, l994年所収)
(26) Ibid.,paras.248-250.
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(27) lb:d.. paras.270-298.
(28) Ibild.,paras.300-3l0.
4. 小 括
以上検討してきたことを最後にまとめてぉきたい。l907年にインド省
内に設置されたマ ツケイ委員会は, 鉄道の年度支出をf l,250万と見積
り, イギリスとインドにおける資本調達の財源を確認し, 積極的にイギ
リス系私企業を利用すべきである-と勧告していた。 第一次世界大戦前ま
では予想支出額に達しなかったとはいえ, それなりの投資が展開されて
いた。 しかし大戦の勃発と同時にインド鉄道に対する需要が拡大したに
もかかわらず, 投資それ自体は急減したのである。 戦時体制においてイ
ギリスに対するインドの全面的支援により, 一般財政支出が急增したた
めであった。
このために, イ ン ド ・ナショナリストを中心として, インド国内の商
工業家層から鉄道投資の促進を要求する声が高ま った が, 東インド鉄道
の委託経営の契約更新を迎えるに当たって, インド鉄道を全機構的に再
検討することを要求するに至つた。 インド大臣モンタギューは, イ ン ド
の戦争協力によってインドへの妥協を模索せざるをえない状況下におい
て, インド世論の動向を鑑みて更新を迎えた東インド鉄道の委託契約を
5年間延期するなか, 鉄道間題を全面的に再検討するための委員会を設
置することを約束したのである。
アクワース委員会は, イギリス系私企業の撤廃によって現在の二重経
営システムを廃止し, インド鉄道財政を一般財政から分離すぺきである
と勧告したことは, インド鉄道政策史上画期的意義を持つていた。前者
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については, この段階において, ロンドン金融市場における鉄道会社の
資本調達機構としての役割がもはや終わったことを意味し, これまでの
鉄道会社に対して支払つてきた元本・利子の総額がインド政庁の獲得分
の約5倍に達していたことが, イ ン ド ・ナショナリストをはじめインド
世論は国富の流出とみなしていたのである。 イ ン ド・ナ シ ョ ナ リ ス ト は,
インド鉄道をインド ・ナショナリズム運動の中心に据えようとしていた
のである。 また後者については, 将来の鉄道建設を促進するために, 財
政制度の変革によって従来の一般財政に規定されてきた制限を撤廃する
ことを意図していた。 インド鉄道の独立採算性を日指したのである。 こ
のために鉄道管理局の再編も促し, インド鉄道代表がインド立法識会に
直接発言することを要求したのである。かつてはインド鉄道政策並びに
予算は, インド総督参事会においては商工業担当委員によって代弁され,
また実務はインド政庁財務部に監督されていたのである。したがって,鉄
道予算は, 鉄道建設・改善の要求があっても, 常に財務部=商工業担当
委員=財務委員を通じて,英印間の財政金融取引の中に位置づけられ,-
般財政が通迫すると十分に計上されず,常に削減傾向にあったのである。
しかし, 経営主体をめぐって委員会が全く同数に分裂したが, それは
インド世論をそのまま反映していたのである。 このため, 引き続きこの
経営主体問題が検討されていくが, さらに大幅な黒字を計上しているイ
ンド鉄道収益が戦後の通迫するインド財政にとり不可欠の財源であった
ため, 鉄道財政を分離した場合にどの程度一般財政に流用可能かが重要
な課題となってぉり, この問題も同時に引き続き新インド立法議会にお
いて識論されることになるのである。 インド立法識会は, インド統治法
(Govemment of India Act) が施行されてから大幅な権限, 特にインド
予算の審議権を持つたため, 議会内において活発な議論が展開されるよ
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うになった。 この制度的変化は, インド鉄道に関するインド大臣の實任
のあり方を大きく修正を迫ることになった。インド大臣は, 最終的拒否
権を持つていても, 議会の審議結果を尊重せざるをえなくなったためで
ある。 インド議会における最終的決着は, 東インド鉄道の委託契約の満
期期限ぎりぎりのl924年9月まで待たなければならなかった(')。
( 1 )  戦後の鉄道間題については, とりあえずLA.Natesan,oP.c;lil. ; 拙稿「第一
次世界大戦後イギリス帝国経済の再1国とインド鉄道投資政策の展開」平成8-9
年度文部省科学研究費補助金研究成果報告雷(基盤研究(C)(2))を参照。 ま
た, 第一次世界大戰後のインド統治体制の再属をイギリス帝国主義, 世界市場
の構造的変化から検討した研究として, 吉岡昭彦「第一次大戦後におけるイン
ド統治体制の再組成」吉岡昭彦編「政治構力の史的分析」, お茶の水書房, l975
年を参照すぺきである。
付記:本稿は, 平成8-9年度文部省科学研究費補助金(基盤研究(C) (2)) の研究成
果の一部である。
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